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　はじめに

　1980 年代の英国におけるサッチャー政権による行財政改革以来、「小さな政府」「公共部

門の民営化」への指向は、世界的な潮流となっており、ＰＦＩは、こうした動きの一環と

して、1992 年に英国で導入された。2000 年度の英国予算書によると、1998 年度においては

公的資本支出の合計額の約 12％、1999 年度においては約 7％がＰＦＩ事業により行われて

いる。

　我が国では、平成 11 年（1999 年）7月 30日に、「民間資金等の活用による公共施設等の

整備等の促進に関する法律」（いわゆるＰＦＩ法）が公布され、同年 9 月 24 日に施行され

た。その後、国はＰＦＩ事業の実施に関する基本方針、各種ガイドラインの策定、公表を

行っており、また、地方公共団体を中心にＰＦＩ導入が進められている。言葉と基本法た

るＰＦＩ法が先行する形で進んできたＰＦＩであるが、ようやく我が国におけるＰＦＩ実

施手続等の具体的な内容が明らかになってきたところである。

　本県においては、平成 10 年（1998 年）8月に庁内に各部（庁）の企画担当者から構成す

る政策研究会を設け、これまでＰＦＩに関する情報収集、調査検討を行ってきたが、平成

１３年３月に策定した新行政改革大綱（改定版）の中で民間活力の積極的な活用を図る一

つの手法としてＰＦＩの効果的導入を位置付けたことを受け、今回、福井県におけるＰＦ

Ｉ活用指針を策定することとした。

　この活用指針は、これまでの政策研究会を中心とする検討結果と国の各種ガイドライン、

先行地方公共団体の実例等を踏まえ作成したもので、職員が共通の認識を持ってＰＦＩ導

入に取り組むための手引書として、ＰＦＩに関する一般的な説明とともに、本県における

基本的なＰＦＩ導入の手順を定めている。

　今後は、この活用指針を基本にしながら、本県におけるＰＦＩ導入の検討、ＰＦＩの適

切な導入を行うこととする。

　なお、ＰＦＩは、現在、取組みが始まったばかりの段階にあることから、今後とも、必

要に応じ、この活用指針の見直しを行っていくこととする。

　　平成１４年２月
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